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1章 緒言 

 禁漁区は、生息地の保護や生態系機能の維持など生物多様性保全の手段とし

て注目されている。また、水産資源を持続的に利用するための手段、例えば、

漁獲対象資源の回復や加入の増加、生活史の特定の段階において重要な生息

地保護などの目的で用いられている。禁漁区は、資源動態の情報を必要とす

る管理に比べて有利な面をもつ。例えば、許容漁獲量 (TAC)に基づく管理は、

TAC の過大推定によって資源を枯渇させるかもしれない。一方、禁漁区は漁

獲の影響を受けない場所を設けることにより、移動性の低い定着性資源に対



しては、この中の個体を保護することができるので、一定水準の個体数を維

持できる。移動性の高い資源に対しては、禁漁区内に留まっている期間中は

漁獲から解放されるので、資源状態の改善が期待できる。このため、禁漁区

は TAC に比べて資源量推定の不確実性に対して頑健であるといえる。TAC に

よる管理は、国や県によって実施される時にはトップダウン型となる。一方、

禁漁区は、日本の沿岸漁業で実際に見られるように、漁業者が自主的に実行

できる管理である。  

 本論文は Tanaka(1980)のフィードバック管理方式の発想を基礎におく。こ

の方式は、現在の資源量と事前に設定した目標資源量との差を小さくするよ

うに漁獲量を調整する。資源量を精度よく観測することは容易ではないが、

資源量に関する何かしらの情報が得られれば、その値と目標資源量を比較す

ることによって、現状がどちらの方向にどのくらいずれているかが評価され、

現状を少しでも改善するように、漁獲量が決定される。この方法で必ずしも

資源量を目標資源量に接近できるとは限らないが、この方法を繰り返すこと

によって、資源に関する情報が蓄積され、資源量の推定精度が向上すること

により、資源量を目標資源量に接近できることが期待される。  

本論文では、資源量あるいはその指標の観察値を用いて禁漁区面積フィー

ドバック管理方式  (以降、MPA-FB と呼ぶ )を提案することを第一の目的とし

た。この方式では、資源量が目標水準を下回れば、資源量を回復させるため

に禁漁区面積を増やし、逆に上回れば、禁漁区面積を減らす。このように資

源変動に応じて禁漁区面積を柔軟に変えることにより、従来普通に行われて

きた禁漁区を特定の場所に固定する方法に比べて、より高い管理効果が期待

できると考えられる。漁獲量や漁獲努力量の制御をせずに、提案した管理方

式のみで管理目標 (本研究では原則的に資源量を目標水準に接近させること )

が達成可能かどうかを検討することを第二の目的とした。この管理方式を定

着性資源へ応用する具体的な方法を提案することを第三の目的とした。  

 

2章  資源量観測値を用いた MPA-FB の提案と有効性の検討  

 本章では、単純な数理モデルを用いて本管理方式を概念的に示した。資源

量観測値は既知とみなし、資源量の推定誤差やバイアスはないとみなした。

禁漁区面積の制御方式を示すモデル (1)と関数形を特定しない一般的な資源

動態モデル (2)からなる系を与え、系の安定性 (擾乱があっても系が安定平衡

状態を保つことができるか )を検討した。系が目標値付近で安定であれば

MPA-FB は有効であるとみなした。  
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(S :禁漁区面積、t：年、h :制御定数、N t a rg e t :目標資源量、N：資源量観測値、G：

資源の成長関数、C :漁獲量 )  

その結果、目標資源量を最大持続生産量 (MSY)を与える資源量以上に設定し、

資源量を目標資源量へ緩やかに接近させる (h を小さくする )ことによって、管

理目標は達成可能であった。  

 

3 章 CPUE を用いた MPA-FB の有効性の検討  

 絶対的な資源量は、いつも分かるとは限らない。漁獲量と漁獲努力量の統

計から算出される CPUE が、資源量に比例する指標として、頻繁に用いられ

てきた。しかし、 CPUE と資源量が常に比例関係であるとは限らない。例え

ば、資源が減少しても高密度域が残存し、そこに漁獲努力が集中すると、CPUE

は低下しない。この場合、 CPUE を誤って資源量の指標とみなし、前章で示

した管理方式の発想を適用すると (式 (1)の N を CPUE に置き換えると )、資源

減少を過小評価し、十分な資源回復措置がとれない可能性がある。 CPUE を

用いた MPA-FB でこれが生じるかどうかに焦点をあて、漁獲努力量による漁

獲圧フィードバック制御 (Effort-FB)との比較に基づき、以下の 3 つの視点か

ら MPA-FB の有効性を検討した。 (i )CPUE を目標 CPUE に到達させることが

できるかどうか、 ( i i )枯渇した資源の崩壊を防ぐことができるのか、 ( i i i ) 

MPA-FB は Effort-FB と比べて、何が有利な点で何が不利な点か。  

 禁漁区内の資源密度の情報は漁獲統計からは得られない。この MPA-FB の

不利な点を解消するために、毎年、漁期前に短期間禁漁区を開放し、漁場全

域で漁獲を行い、その時に得られた CPUE 情報を用いて、 MPA-FB を行うと

した。  

 系の安定性解析の結果、 CPUE が資源減少を十分に反映しない場合でも、

MSY を与える資源量に対応した目標 CPUE を設定し、禁漁区面積あるいは漁

獲努力量を緩やかに変化させることによって、両管理方式ともに CPUE を目

標値に接近できることが示唆された。一方、数値シミュレーションによる検

討の結果、資源崩壊を防ぐ効果は概して MPA-FB の方が高かった。資源崩壊

防止とトレードオフの関係にある漁獲量増大については、以下の条件で

MPA-FB を実施すれば、実現可能であった。それは禁漁区面積を緩やかに変

化させることを維持しつつも、管理開始時点で大きな禁漁区面積を設定する

ことであった。この時、資源は速やかに回復し、それに伴い漁獲量も回復し

た。  

 上記の漁期前操業で得られた CPUE は、資源量が同じでも、変動するはず

である。 CPUE の確率変動が資源崩壊に与える影響を調べた。管理開始時点

で十分に大きな禁漁区面積を設定すれば、資源崩壊はほとんど生じなかった。 



 

4 章  定着性資源へ応用可能な方法の開発  

 第 2 章と 3 章は、 MPA-FB の有効性を理論的に示すことに焦点を当てて

いた。この管理方式を現実の資源にそのまま応用することはできない。例え

ば、 CPUE の年変化に応じて、式 (1)のように禁漁区面積を連続的に変化させ

ることは不可能である。漁業者が定着性資源を対象に自主的に実行可能な管

理方式として、 (ⅰ )複数の区画に分けた漁場で漁業者が漁期前操業を行う、

(ⅱ )各区画の CPUE に基づき資源密度の高い区画から順に一定数の区画を禁

漁区とする、 (ⅲ )資源状態の良かった時代の CPUE を目標値に設定する、方

法を考案した。これを定式化したのが次式である。  
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(m :禁漁区画数 (整数 )、U t a rg e t :目標 CPUE、U： CPUE 観測値、 α：安全係数、

Round：小数点一桁での四捨五入 )  

漁獲努力量や漁獲開始年齢を制御せずに、この方式のみで、  (a)資源量を

増加させ、それに伴い現在よりも漁獲量を増加させる、 (b)CPUE を CPUE 目

標値に接近させる、ことが可能かどうか検討した。資源の区画間移動がない

年齢構成型資源動態モデルを用いた分析の結果、資源量の回復は十分に期待

できることがわかった。ただし、(a)と (b)が可能かどうかは一般的な枠組みで

論じることは困難であった。そこで、エゾバフンウニを想定した資源動態モ

デルと管理方式 (3)を用いた数値シミュレーションを行ったところ、肯定的な

結果を得た。  

 

5 章  総合考察  

 資源量を目標水準に近づけることは本論文で提案した管理方式により実現

可能なことが示唆されたが、枯渇した資源を目標資源量へ回復させるのに概

して長い年数がかかることが分かった。資源量が回復するまで全面禁漁にす

ることにより、この問題点に対処可能であるが、この措置は漁業者にとって

受け入れ難いであろう。第 4 章では禁漁区を用いた加入乱獲防止を目指した。

成長乱獲防止に注目すると、本研究の発想を大きく変えずに、さほど時間を

要せずに、これに成功すると予想される。不確実性の下での資源管理の重要

性が叫ばれる現在、不確実性に頑健な管理手法である禁漁区の一層の活用が

期待される。  


